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セメントキルンでの炭素フリーエネルギーの利用技術開発 

（アンモニアの燃焼特性とキルン運転影響の把握） 
 

末益 猛・泉 達郎・伊藤貴康 

 

 

2050年のカーボンニュートラル達成に向けて、セメントキルンでの炭素フリーエネルギーへの転換技

術確立のためアンモニア混焼の基礎検討に取り組んだ結果、以下の知見を得た。 

10kW小型工業炉を用いたアンモニア混焼実験の結果、アンモニア混焼率を高めると炉内温度および

熱流束が低下し、それに伴いNOx排出量が増加することがわかり、バーナー構造やアンモニアの吹き込

み方法を工夫して低NOx化を図る必要があるものと考えられた。また、アンモニア混焼によるクリンカ

焼成実験の結果、得られたサンプルの鉱物組成および試製セメントの圧縮強度は、重油燃焼時と同等で

あった。アンモニア混焼条件下でのクリンカ製造の熱流体解析（CFD）シミュレーションの結果からは、

微粉炭専焼と比較してアンモニア混焼の場合には微粉炭着火が遅く、火炎が下流側にシフトすることと、

ガス組成変化等により全体的にガス温度が低下することが確認された。 

以上より、キルン運転解析ソフトKilnSimuによれば、実操業キルンでアンモニア混焼運転を行う場合、

30%以上のアンモニア混焼条件下では、クリンカ品質を確保やNOx対策のための焼成温度の維持に向け

た運転管理技術の確立が必要と推察された。今後、実機キルンでの実証試験を通して運転技術確立に取

り組む計画である。 
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１ 緒 言 

現在，カーボンニュートラルの実現に向けて、再

生可能エネルギーの大規模利用や水素エネルギーの

普及のための技術開発が加速化されている。 

太陽光や風力などの再生可能エネルギーは生産地

が一般には都市部など消費地の遠隔にあり、時間や

季節、天候によって得られるエネルギー量が変動す

る。再生エネルギーの大規模利用に向けて、このエ

ネルギーを貯蔵や輸送の担体となる化学物質（エネ

ルギーキャリア）に変換し、消費地まで運搬・貯蔵

して必要な時に最適の形で利用できるシステムの構

築が検討されている。 

水素は貯蔵や輸送に関して技術的ハードルを多く

抱えており、純水素を使用したシステムの構築は困

難をともなう。その一方で、アンモニアは製造・輸

送・貯蔵まで一貫した技術が十分に整備されており、

次世代の低炭素社会を担うエネルギーキャリアとし

て直接利用することで CO2フリーのエネルギー源と

しての活用が期待されている。アンモニア直接燃

焼の可能性についてはガスタービン、レシプロエ

ンジンおよび工業炉などを対象とした検討が行わ

れ、実証試験も進められてきている(1)。 

セメント産業においても熱エネルギーを低炭素あ

るいは炭素フリーなエネルギーに転換させる技術開

発を進めている。その中で当社は、平成26～31年に、

戦略的イノベーションプログラム（SIP）(2)に参画し、

課題名「エネルギーキャリア」／研究テーマ名「ア

ンモニア直接燃焼」／研究題目「アンモニア混焼セ

メントキルンの技術開発」として、小型工業炉での

燃焼実験とシミュレーション技術を組み合わせて、

炭素フリーエネルギーとしてアンモニアのセメント

キルン混焼による運転影響の把握に業界を先駆けて

取り組んだ。さらに、2023年度からは、山口県の

カーボンニュートラルコンビナート構築促進補助金

を活用し、宇部セメント工場での実証試験に着手し

たところである(3)。 

本稿では、SIPにて実施した小型炉での重油－アン

モニア混焼試験によるアンモニアの基礎燃焼特性の
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把握、アンモニア混焼場でのセメントクリンカの焼

成実験およびその物性評価結果を取りまとめ、更に

セメント製造プロセスへアンモニアを熱エネルギー

源として活用した場合の影響をシミュレーションに

よって評価した結果を紹介する(2)。 

 

２ 小型工業炉でのアンモニア燃焼基礎実験 

2.1 重油とアンモニアの混焼 

アンモニアの混焼特性の把握は、小型工業炉（炉

内寸法300mm×300mm×1200 mm、写真1）を用いて

行った。10kW相当の重油専焼あるいは重油－アンモ

ニア混焼運転を行い、炉内温度分布や炉出口におけ

るNOx、CO、CO2およびO2濃度を計測し、アンモニ

ア混焼による影響を評価した。燃焼用過剰空気比は

1.2とし、アンモニアはバーナーへの燃焼用空気に同

伴させて吹き込んだ。この際、アンモニア混焼率は

熱量基準で重油専焼となる0%からアンモニア専焼と

なる100%までの置換とした。 

 

 

写真1 10kW小型工業炉 

 

混焼率を変化させた場合の炉内温度分布を図1に示

す。アンモニア混焼により炉内温度は低くなり、混

焼率を20～50%にするとピーク温度は約30℃低下し

た。また、炉底に設置されているふく射熱流束計の

測定結果からアンモニア混焼率の増加とともに熱流

束は低下することがわかった。これらはアンモニア

の断熱火炎温度の低さ（メタン：1970℃、水素：

2120℃、アンモニア：1750℃）(4)および燃焼排ガス

中のCO2濃度が減少することにより、ふく射能が低下

する[5]ことが要因と考えられ、セメント焼成プロセス

では、アンモニア混焼によって被加熱物の温度が上

がりにくくなる可能性が示唆された。 

 

図1 重油－アンモニア混焼時の炉内温度分布 

 

アンモニアは窒素(N)を含む物質であるため、燃焼

時にはFuel NOxの生成に留意する必要がある。図2に

アンモニア混焼率を変化させた場合の排ガス中NOx

濃度を重油専焼時に対する相対比で示す。アンモニ

ア混焼率を大きくするとNOx排出量は増加し、50%

混焼では重油専焼時に比べて約50倍のNOx排出量と

なった。一方、50%以上の混焼率ではNOx排出量は

低下しているが、これは未燃アンモニアによる脱硝

が生じてNOxが低下したと推察される。炉出口でア

ンモニアは検出されず、炉内で燃焼もしくは脱硝に

より完全に消費されていることが確認されたものの、

アンモニア混焼時にはバーナー構造やアンモニアの

吹き込み方法を工夫して低NOx化を図る必要がある

と思慮される。 

 

図2 アンモニア混焼率とNOx排出比 

 

2.2 重油－アンモニア混焼解析(CFD) 

アンモニア混焼した場合の炉内状況を把握するた

めに、市販の熱流体解析(CFD；Computational Fluid 

Dynamics)ソフトであるANSYS® FLUENT® R17を用

いた検討を実施した。 

10kW小型工業炉耐火物壁より内側の空間について
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バーナー構造も含めた形状モデルを作成し、解析に

供した。重油の物性として密度840kg/m3、燃焼熱37.2 

MJ/Lを、アンモニアの燃焼熱には14.14kJ/Lを用いた。

燃焼モデルには化学反応時間を考慮せずに乱流混合

のみで速度が決定される渦消散モデル(6)を使用し、重

油に関しては液滴燃焼機構を適用した。本検討では

簡略化のためNOx生成機構は考慮せず、CおよびHの

燃焼のみを考える総括反応として取り扱った。 

重油の総括反応式を式[1]および式[2]に示す。 

C17H36 + 17.5O2 → 17CO + 18H2O [1] 

2CO + O2 → 2CO2   [2] 

NOx生成機構を考慮しない場合のアンモニア燃焼総

括反応式を式[3]に示す。 

4NH3 + 3O2 → 2N2 + 6H2O  [3] 

バーナーへの重油、アンモニアおよび燃焼用空気流

量を境界条件として設定して解析を実施した。 

小型工業炉の垂直中心断面における温度およびCO2

濃度分布図を図3に示す。30%アンモニア混焼率時は

重油専焼と比較してフレームが細く、ぼやける傾向

が見られ、全体的に温度が低くなる結果が得られた。

アンモニア混焼によって重油由来の炭素量が減少す

るためCO2の生成量は減少した。炉内壁面温度の実測

値とCFD結果の比較を図4に示す。重油専焼および

30%アンモニア混焼のいずれでも実験結果とCFD結

果が概ね一致する結果が得られ、アンモニア混焼時

には炉内温度が低下する傾向が捉えられている。ま

た、炉出口での排ガス組成も両者で近い値が得られ

ており、CFDによりアンモニア混焼時の状況を再現

できることが確認できた。 

 

図3 小型工業炉における燃焼解析結果 

 

図4 炉内壁温度分布の実験とCFDの比較 

 

３ アンモニア混焼下でのクリンカ焼成実験 

小型工業炉を利用してアンモニア混焼下でのク

リンカ焼成実験を行い、得られたサンプルの物性

解析や品質評価を行った。 

石灰石、珪石、酸化鉄およびフライアッシュを

調合した原料をペレット成型し、これを白金製ト

レイに載せて小型工業炉内へ設置した。重油専焼

あるいは重油－アンモニア30%混焼の条件下で白

金製トレイに接した熱電対の指示温度が1400℃に

なるように焚量制御を行った。30分間保持した後、

冷却用空気を吹き込んで急冷して試料を取り出し

た。得られたクリンカの化学成分分析を行った。

更に、これらのクリンカに石膏を4%添加してボー

ルミルでブレーン比表面積3300±100cm2/gになる

ように粉砕した試製セメントを用い、JIS R 5201に

準拠して、材齢3日、7日および28日のモルタル圧

縮強さ測定を行なった。 

得られた試料の鉱物組成（ボーグ式を用いて算

出）、f.CaO量および試製セメントの物理試験結果

を表1に示す。化学成分および鉱物組成が同等のク

リンカを焼成した場合、アンモニアの混焼有無に

関わらず、未反応原料の指針となるf.CaOは0.2%程

度（目標値<1.0wt%）であり、焼成反応は十分に

進行していることが確認できた。 

圧縮強さの評価では、重油専焼とアンモニア混

焼で差異は無く同等の結果が得られた。以上より、

焼成温度を確保すれば重油専焼とアンモニア混焼

とで同等の結果を得られ、JIS規格を充分に満足す

るものが製造可能と確認できた。 
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表1 焼成クリンカの品質評価 

 

 

４ 実スケールモデルでのセメントキルン製造シ

ミュレーション 

2.2項では10kW小型工業炉における重油－アン

モニア混焼解析を実施したが、ここでは実操業セ

メントキルンを対象として微粉炭専焼および微粉

炭―アンモニア混焼におけるガス側の温度分布を

比較し、操業への影響を評価した。 

当社宇部セメント工場のキルンおよびバーナー

を詳細に再現した形状モデルを準備し、これに実

操業風量条件や微粉炭焚き量などを指定して熱流

体解析を実施した。アンモニアは微粉炭搬送流路

へ搬送空気に同伴させて供給した。 

微粉炭専焼およびアンモニア30%混焼のキルン

垂直中心断面における温度分布を図5に、キルン長

手方向に対する断面平均温度分布を図6に示す。 

 

図5 キルン垂直中心断面における温度分布 

 

図6 キルン長手方向断面平均温度分布 

 

アンモニア混焼では微粉炭着火が遅く、バーナー側

の温度の立ち上がりが緩慢となり、火炎が下流側に

シフトする傾向が認められた。アンモニアの燃焼が

チャー燃焼よりも先に生じて酸素が一時的に不足し

たことで、微粉炭の燃焼遅れが生じたものと考えら

れる。キルン内断面平均温度のピークは、使用する

熱エネルギーによらずバーナー先端からおよそ20m

の箇所に位置しているが、アンモニア混焼時は約

20℃低下した。 

以上の結果は微粉炭専焼およびアンモニア混焼時

のガス側温度への影響評価であったが、これだけで

はアンモニア混焼によりどのような焼成物が得られ

るかが不明である。そこで、キルン運転解析ソフト

(KilnSimu)によりアンモニア混焼時の焼成物への影響

を評価した。KilnSimuは一般的な化学プロセスシ

ミュレータにあるようなサイクロンなどの単位操作

ユニットに加え、ロータリーキルン特有の構造

（径・傾斜角・回転数・保温材・レンガ厚み等）を

反映させたキルン内の伝熱や滞留時間の推定機能を

有している。本ソフトは、ロータリーキルンを軸方

向に分割し、その分割部分ごとに熱収支を計算しな

がら気相・固相平衡計算を行なうとともに、プロセ

ス全体の熱・物質挙動を解析し、焼成反応により得

られるクリンカ組成を推算できる。 

KilnSimuで作成した宇部セメント工場モデルを図7

に示す。一般的なプロセスシミュレータと同様の操

作画面を有しており、キルンやサイクロンなどのブ

ロックをストリームで接続してプロセスモデルを作

成できる。本モデルにより、セメント焼成プロセス

全体を対象とした解析を行なった。 

原料予熱部

原料系

ロータリーキルン、クーラー

 

図7  KilnSimuモデル図 
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CFDにより得られた微粉炭専焼および30%アンモニ

ア混焼でのガス温度分布を初期境界条件として、原

料の温度および鉱物組成をKilnSimuにより推算した。

結果を図8および表2に示す。図8のグラフ横軸数値は、

予熱部～キルン～クーラーにおける原料進行方向の

位置を示しており、原料は原点側で送入され正の方

向に移動する。 

 

 

図8 キルン内鉱物組成変化の KilnSimu計算結果 

 

表2 KilnSimu計算結果（焼成クリンカ組成） 

化合物 

(wt%) 
微粉炭専焼 

微粉炭-30%アンモ

ニア混焼 

C3S 57.68 55.15 

C2S 16.91 18.17 

C3A 8.41 8.23 

C4AF 8.78 8.66 

f.CaO 0.33 1.66 
 

30%アンモニア混焼では、エーライト(C3S)を生成

する焼成反応が十分に進んでおらず、その結果、原

料CaOの反応消費が不十分となり、キルン窯尻側

（横軸右側、原料排出側）までf.CaOが残存すること

が示された。表2に示した最終的な生成物組成におい

て、微粉炭専焼ではエーライト(C3S)および未反応原

料濃度の指標となるf.CaOがそれぞれ57.68%、0.33%

であったのに対し、アンモニア混焼ではそれぞれ

55.15%、1.66%であった。f.CaOはセメント品質や強

度発現に影響を及ぼすため、その残存量を1%未満と

することがひとつの指標であるが、今回検討した

30%アンモニア混焼ではこの指標を満足できないこ

とが示された。 

この原因として、アンモニア混焼では図6に示した

ようにキルン内ガス温度が低下するとともにガス組

成が変化することでふく射伝熱が悪化し、原料に十

分な熱エネルギーを供給できなかったことが考えら

れる。 

KilnSimu計算にて得られた燃焼ガスから原料およ

びキルン内壁への熱流量を図9に示す。微粉炭専焼と

アンモニア混焼で比較すると、対流による熱流量の

変化がほぼ一定であるのに対し、ふく射による熱流

量が大きく低下していることが分かる。 

 

図9 KilnSimu計算結果（熱流量） 

 

KilnSimuにおける混合ガスのふく射率εgは次式[4])

により与えられる。気体の中でも、強く放射を吸

収・射出する成分である CO2、H2Oをもとに算出さ

れており、N2など寄与の低いガスの影響は省略され

ている。 

εg = (εCO2CCO2 ＋ εH2OCH2O)(1－CSO ) [4] 

ここで、εはふく射率、Cは圧力補正係数、CSOは混合

気体による補正係数であり、添字は各成分を表す。

便覧1)に記載されている特性値を元にふく射率を概算

すると、微粉炭専焼ではεg=0.293、30%アンモニア混

焼ではεg=0.268となりふく射率に差が見られており、

アンモニア混焼における原料温度低下の一因となっ

たものと考えられる。 

図8の原料温度を見ると、キルン内を進むにつれて

微粉炭専焼とアンモニア混焼とで開きが生じ、キル

ン内焼成帯に相当するx = 90~100 (m)の付近では20℃

程度の差があったが、その後、キルン出口（バー

ナー側）に向けて温度差は小さくなっていた。これ

は、クリンカ焼成反応（吸熱）の進行に伴って火炎

から受け取った熱が反応熱として吸収され、原料温

度の上昇に使われなくなるためと考えられる。微粉

炭専焼および30%アンモニア混焼いずれの条件でも

x=100 (m)を超えた付近から反応が進行してC3Sが生

成し始めるが、その量は微粉炭専焼の方が多い。微
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粉炭専焼の方が火炎から原料への伝熱は良好と考え

られるが、同時にC3S生成反応量が多いことでこれが

相殺され、結果的に30%アンモニア混焼条件との原

料温度差が小さくなったと考えられる。 

 

５ アンモニア混焼運転時の運転条件検討 

アンモニア混焼での焼成温度低下に対して、セメ

ントクリンカ品質の指標を満足させるための方策の

ひとつに鉱化剤添加により反応を促進させることが

考えられる。当社では、過去に経済産業省補助事業

に参画し、その中でF、SO3系鉱化剤による熱量原単

位削減検討に取り組んだ(8), (9)。ここでは30%アンモニ

ア混焼条件下においても、クリンカ品質を適合させ

るために鉱化剤が有効であるかどうかをKilnSimuに

より予測した。 

鉱化剤としてクリンカベースでF=0.05%および

SO3=2.0%を添加した場合の、KilnSimuによるプロセ

ス内の鉱物組成推移に関する計算結果を図10に示す。

鉱化剤添加により、セメントクリンカ生成の主反応

が低温でも進行するためにC2SおよびC3Sの生成位置

がキルン窯尻側へシフトすることが示された。 

 

図10 KilnSimu計算結果（鉱化剤添加） 

 

鉱化剤を添加し、アンモニア混焼下で得られた焼

成物の鉱物組成の計算結果を表3に示す。鉱化剤添加

条件の計算はF=0.05%、SO3=2.0%とF=0.15%、

SO3=2.0%の2ケースを行なった。鉱化剤が無い場合

には焼成物組成のうちf.CaOが1.66%に留まり焼成不

足となっていたものが、いずれのケースにおいても

f.CaOは1%以下となっており、アンモニア混焼時の

焼成不足を解消できる結果となった。 

 

 

 

 

表3 KilnSimu計算結果（鉱化剤添加） 

化合物 

(wt%) 
鉱化剤なし 

鉱化剤添加 

(F=0.05%) 

鉱化剤添加 

(F=0.15%) 

C3S 55.15 52.49 51.74 

C2S 18.17 20.67 21.34 

C3A 8.23 8.91 9.10 

C4AF 8.66 8.56 8.49 

f.CaO 1.66 0.16 0.09 
 

 

６ 結 言 

アンモニア燃焼の工業炉分野への応用技術の開発

として「アンモニア混焼セメントキルンの技術開

発」に取り組み、以下の結果を得た。 

1) 10kW 小型工業炉を用いて重油とアンモニアと

の混焼実験を行った。アンモニア混焼率を増や

すと炉内温度および熱流束は低下した。また、

アンモニア混焼により NOx 排出量が増加するた

め、バーナー構造やアンモニアの吹き込み方法

を工夫して低 NOx 化を図る必要があるものと思

慮された。 

2) 小型工業炉を利用し、アンモニアと重油を混焼

させた条件にてクリンカの焼成実験を行い、得

られたサンプルの物性や品質評価を行った。重

油専焼あるいは重油－アンモニア混焼により得

られた試料の鉱物組成および圧縮強度について

は同等の結果が得られた。 

3) アンモニア混焼条件下でのクリンカ製造シミュ

レーションを実施した。 

(3-1) CFD では微粉炭専焼と比較してアンモニア

混焼の場合には微粉炭着火が遅く、火炎が下流

側にシフトする傾向が認められた。また、ガス

組成変化等により、全体的にガス温度が低下す

ることが確認された。 

(3-2) KilnSimu により実操業キルンでアンモニア

混焼運転を行なった場合の焼成物への影響を評

価した。30%アンモニア混焼条件ではクリンカ

の主要鉱物であるエーライト(C3S)を生成する焼

成反応が不十分となり、未反応原料(f.CaO)濃度

が指標を満足できないことが示された。 

(3-3) アンモニア混焼条件にてセメントクリンカ

品質の指標を満足させるための方策のひとつと

して、鉱化剤添加により反応を促進させること

を検討した。鉱化剤添加により、セメントクリ

ンカの主生成反応が早まり、未反応原料は指標
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を満足する結果となった。 

 

７ 今後の取り組み 

セメント製造プロセスにおいて、微粉炭等の化石

エネルギーをアンモニアで置換することによるCO2削

減の可能性は示されたものの、海外からの輸入や革

新的アンモニア合成法の確立などにより、安価かつ

大量のアンモニア供給体制の構築が不可欠である。 

また、セメントキルンでの炭素フリーエネルギー

の利用に関する技術的課題として、本研究では小型

工業炉を用いて重油とアンモニアとの混焼試験を実

施したが、バーナーの構造は多岐にわたるため、装

置毎の最適なアンモニア供給方法や運転条件の確立

が必須である。これらの指針を得るためにシミュ

レーションは有益なツールとなり得るが、大規模な

工業炉におけるNOx濃度の高精度な予測は未だ不十

分であり、今後の技術進展や検証が望まれる。 

また、本研究ではアンモニア混焼においても重油

専焼と同等の特性を有するクリンカが得られること

を確認できたが、バッチ焼成である実験炉に対して、

実製造プラントは連続焼成炉であるため、昇降温速

度や滞留時間は異なる。キルンシミュレーターによ

る検討は実施しているが、実製造装置における製品

品質影響の確認も必須であると考える。 

現在、当社では、山口県のカーボンニュートラル

コンビナート構築促進補助金を活用し、宇部セメン

ト工場の実機設備を用いたセメントキルン（焼成

炉）および仮焼炉における熱エネルギー源にアンモ

ニアを使用する実証燃焼試験を行っている。試験で

はアンモニアの混焼率を段階的に上げ（目標：熱量

比30％）、エネルギー転換に関わる課題抽出と対応

策の具現化を行い、2050年カーボンニュートラル実

現に向けて取り組んでいく予定である。 

この取り組みは、セメント業界では初の試みであ

り、当社の技術を結集させて技術確立し、将来の熱

エネルギー転換に備えていきたい。 
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